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【盛土規制法に関するよくある質問】  

（１）全般 

Q１ 盛土規制法の窓口（許可申請、相談等）は、どこになるか。 

A 県が所管する区域は、金沢市、七尾市、小松市、加賀市、白山市、能美市、野々

市市を除く県内全域です。相談先は、行為の場所及び内容等によって異なります。行

為の場所等をご確認の上、相談をお願いします。 

なお、申請窓口は、各市町となります。 

 

  ＜県の相談窓口＞ 

項 目 担当課 

建築行為が伴う、又は開発許可が必要な

土地の場合 

土木(総合)事務所 建築課 

 

砂防三法の区域を含む土地の場合  土木(総合)事務所 維持管理課 

林地開発が必要な土地の場合  農林総合事務所 森林部 

農地転用する土地の場合 農林総合事務所 企画調整室 

上記以外の特定盛土等規制区域 農林総合事務所 企画調整室 

上記以外の宅地造成等工事規制区域  土木(総合)事務所 河川砂防課 

 

Q２ 許可申請、届出において、手数料はかかるのか。 

A  許可申請時及び変更申請時における手数料の額を、「石川県手数料条例」にて

規定しています。その他届出等については、手数料はかかりません。 

 

Q３ 盛土等の工事が複数の許可権限を有する区域にまたがる場合、当該盛土等に

係る盛土規制法の許可等の手続はどのようになりますか。 

A  許可権限を有する区域ごとに申請が必要です。県の区域と権限移譲市の区域にま

たがる場合は、県及び権限委譲市それぞれに申請してください。なお、県が許可権者

となる市町の区域にまたがる場合は、盛土等を行う土地の面積が最も大きい市町の

窓口に申請してください。 
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（２）許可対象行為について 

Q１ 500 ㎡を超える土地で盛土等を行う場合、大部分の盛土等の高さが 30cm 以

下であっても、一部に 30cm を超える盛土等がある場合、当該工事は許可等の

対象となるのか。 

A  当該盛土又は切土をする前後の地盤面の「標高差」が 30cm 超となる部分の面積

が５００㎡を超える場合に、許可等が必要となります。 

 
 

Q２ 高さ 2m 以下で標高差 30cm 以下となる盛土等は、面積に関わらず許可不要

とのことだが、具体的にはどのような盛土等なのか。 

A  省令８条９号により、高さが 2m 以下であって盛土等をする前後の地盤面の標高

の差が 30cm を超えない盛土等は許可不要としています。 この２m 以下の「高さ」と

は、盛土等をした後の地盤面の最大高低差です。盛土等をする前後の地盤面の「標

高の差」とは、同一位置における盛土等の前後の標高差（盛土等の鉛直方向の厚

さ）です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

30cm以下 盛土 

地盤（凸凹） 
面積 500 ㎡超 

 

2m 以下 30cm以下 

【許可不要となる工事例】 

面積 500 ㎡超 
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Q３ 既存擁壁の改修等であって、土地の形質の変更を伴わないと判断されるものにつ

いては、規制対象として技術的基準への適合を求めるのか。 

A  既存擁壁の通常の改修等は、原則として盛土規制法の規制対象外です。 

ただし、改修等の前後で構造が大きく変わる場合は規制対象となることがあるため、

事前に窓口へご相談ください。 

 

Q４ 規制の対象規模の判断するに当たって、アスファルト舗装及びコンクリート舗装部

分は盛土高さに含めるのか。 

A  政令 3 条 5 号の高さについて、アスファルト舗装及びコンクリート舗装部分は高さに

含まれません。（路床は盛土高さに含まれます。） 

 

Q５ 海を埋め立てる場合、盛土規制法の規制対象となるのか。また、埋め立て後、

直ちに盛土等の行為が規制されるのか。 

A  海域は規制区域に指定されておりません。海の埋立て等により新たに造成された土

地については、その土地が規制区域に指定された時点から盛土規制法の規制対象と

なります。 

 

Q６ 自然災害により被災した宅地や農地等の土地を原状回復する場合（応急措

置ではないもの）は規制対象となるのか。 

A  自然災害により被災した土地を盛土等により被災前の地形に原状回復する行為は、

盛土規制法の規制対象となる土地の形質の変更には該当しないと考えられるため、

規制対象となりません。 

 

Q７ 工事で発生した土石や工事で使用する土石について、工事現場又はその付近

に一時的に堆積する場合は許可が必要か。 

A  当該工事の工事期間に限り、許可は不要です。ただし、当該工事の主任技術者に

より当該工事現場と併せて一体的に管理されていること、又は請負契約図書、工事

施工計画書その他の書類において工事現場の一部として位置付けられていることが必

要です。 
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（３）資力及び信用、能力の確認 

Q１  工事主が法人の場合に、住民票等の提出が必要な役員の範囲はどこまでか。 

A  法人の業務執行権限を有する役員すべて必要です。 

 

（４）擁壁 

Q１  旧法の大臣認定擁壁や、「胴込めにコンクリートを用いて充填するコンクリートブ

ロツク練積み造の擁壁の効力を認定する件」（昭和 40 年建設省告示第 1485

号）は盛土規制法においても有効か。 

A  いずれについても、政令８条１項１号の規定により設置されるに規定する擁壁とし

て有効です。 
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＜用語の定義＞ 

用語 定義 

盛土規制法、法  宅地造成及び特定盛土等規制法（昭和 36 年法律第

191 号）  

政令  宅地造成及び特定盛土等規制法施行令（昭和 37 年

政令第 16 号）  

省令  宅地造成及び特定盛土等規制法施行規則（昭和 37

年建設省令第３号）  

旧法  宅地造成等規制法の一部を改正する法律（令和４年

法律第 55 号）による改正前の宅地造成等規制法  

規制区域  宅地造成等工事規制区域及び特定盛土等規制区域  

盛土等  宅地造成、特定盛土等又は土石の堆積の総称  

宅地  農地、採草放牧地及び森林並びに道路、公園、河川そ

の他公共施設用地として用いられている土地以外の土地

（法２条１号）  

農地等  農地、採草放牧地及び森林（法２条１号）  

公共施設  道路、公園、河川及び政令２条、省令１条で定める公

共の用に供する施設  

規制対象規模  盛土規制法に基づく許可・届出対象となる規模であり、改

善命令等の対象となる規模（政令３・４条）  

許可対象規模  許可の対象となる規模（宅地造成等工事規制区域：

政令３・４条、特定盛土等規制区域：政令 23・25

条）  

技術的基準 許可対象となる盛土等に関する工事の技術的基準（法

13・31 条） 

工事主  盛土等に関する工事の請負契約の注文者又は請負契

約によらないで自らその工事をする者（法２条７号）  

 


